
法令および定款に基づく
インターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

(平成24年10月１日から平成25年９月30日まで)

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令及び当社

定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.ac-holdings.jp）に掲載することにより株主のみなさ

まに提供しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　(1) 連結の範囲に関する事項

　 ① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ３社

・主要な連結子会社の名称 ㈱Ａ．Ｃインターナショナル

南野建設㈱

㈱ワシントン

なお、㈱福島空港ＧＯＬF ＣＬＵＢは、平成25年3月31日付

で解散し、平成25年6月6日付で清算結了したため、連結の範

囲から除外されました。
　 ② 非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称 ㈲米山水源カントリークラブ

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。

　(2) 持分法の適用に関する事項

　 ① 持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社の数 １社

・主要な会社名 ㈱東京衡機（旧㈱テークスグループ）

　 ② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社名 ㈲米山水源カントリークラブ

・持分法を適用しない理由 ㈲米山水源カントリークラブは、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法

の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。

③ 持分法適用手続きに関する特記事項

　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の直近の四半

期決算を基にした仮決算により作成した計算書類を使用しております。

　(3) 連結子会社の事業年度に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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　(4) 会計処理基準に関する事項

　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 イ．有価証券

　 その他有価証券

・時価のあるもの 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により

算定）

・時価のないもの 総平均法による原価法

　 ロ．たな卸資産

・販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）

・商品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）

・材料貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 ①平成20年9月30日以前に取得したもの

主として定額法を採用しております。

②平成20年10月1日以降に取得したもの

定率法を採用しております。

建物（建物付属設備を除く）については、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 2～45年

機械装置及び運搬具 2～17年

工具、器具及び備品 2～15年

ロ．無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における

見込利用可能期間（５年）による定額法を採用しておりま

す。
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　 ③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち

当連結会計年度の負担額を計上しております。

ハ．退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づき計上しております。なお、退

職給付債務の算定方法は簡便法によっております。

ニ．役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支払に備えるため、当連結会計年度末にお

ける役員退職慰労金規程に基づく、期末要支給見込額を計上

しております。

ホ．ポイント引当金 ポイントカードにより顧客に付与したポイントの将来の使用

に伴う費用負担に備えるため当連結会計年度末において将来

利用されると見込まれる額を計上しております。

　 ④ 重要な収益及び費用の計上基準

イ．完成工事高及び完成工事原

価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる工事……工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原

価比例法）

その他の工事……工事完成基準

ロ．ファイナンス・リース取引

に係る収益の計上基準

売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する方法によっ

ております。

　 ⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等につ

いては、発生連結会計年度の費用として処理しております。

ロ．連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。

(5) 会計方針の変更

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年10月１日以降

　 に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　 なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。
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２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,013,601 千円

　(2) 休止固定資産

　 有形固定資産には、次の休止固定資産が含まれております。

機械装置及び運搬具 1 千円

工具、器具及び備品 3 千円

合計 5 千円

(3) 受取手形割引高 960 千円

(4) 受取手形裏書高 58,811 千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 42,442,851株 ― 株 ― 株 42,442,851株

　(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 2,000,695株 75株 ― 株 2,000,770株

４．金融商品に関する注記

　 イ．金融商品の状況に関する事項

　 ・金融商品に対する取組方針

　当社グループは、必要な資金は自己資金で賄っております。また、デリバティブ取引は行って

おりません。

　 ・金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は顧客の信用リスクに晒されております。当該

リスクに関しましては、期日管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に管理する体

制をとっております。

　関係会社株式は、当社グループの持分法適用会社の関連会社株式等であり、持分法適用会社の

業績変動リスクに晒されていますが、定期的に当該会社の業績が経営者に報告されております。

　営業債務である支払手形・工事未払金等は、１年以内の支払期日です。
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　 ロ．金融商品の時価等に関する事項

　平成25年9月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません

（（注2）参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1)現金及び預金 4,020,164 4,020,164 －
(2)受取手形・完成工事未収

入金等
291,886 291,886 －

(3)関係会社株式 804,198 1,396,329 592,130

資産計 5,116,249 5,708,379 592,130

(4)支払手形・工事未払金等 261,306 261,306 －

負債計 261,306 261,306 －

(注1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　 資 産

(1)現金及び預金、(2)受取手形・完成工事未収入金等

これらの時価については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

　 (3)関係会社株式

　関係会社株式の時価については、取引所の価格によっております。

負 債

(4)支払手形・工事未払金等

これらの時価については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：千円）

区分
当連結会計年度

（平成25年9月30日）

非上場株式 4,123

投資有価証券の全て及び(3)関係会社株式の一部については、市場価格がなく、時価を把握するこ

とが極めて困難とみとめられることから、上表には含めておりません。
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５．賃貸等不動産に関する注記

　当社グループは、千葉県その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的としたゴルフ場施設

並びに遊休不動産を所有しております。これら賃貸等不動産に関する連結貸借対照表計上額、期中

増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の

時価当連結会計年度
期首残高

当連結会計年度
増減額

当連結会計年度末
残高

賃貸等
不動産

1,257,094 △571,664 685,430 558,903

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金
額であります。

２．賃貸等不動産の当連結会計年度増減額のうち、増加額は、付帯設備等の取得、減少額は、
賃貸用不動産の売却及び減価償却費であります。

３．当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等に基づくもの
であります。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 183円11銭

(2) １株当たり当期純損失 2円02銭

７．重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

・子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法

・その他有価証券

　 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

　 時価のないもの 総平均法による原価法

　 ② たな卸資産

・材料貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価引下げの方法により算定）

・販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価引下げの方法により算定）

　(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 イ.平成20年9月30日以前に取得したもの

主として定額法を採用しております。

ロ.平成20年10月1日以降に取得したもの

定率法を採用しております。

建物（建物付属設備を除く）については、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物及び構築物 2～45年

　 工具、器具及び備品 2～20年

　 その他 2～5年
② 無形固定資産

　・自社利用のソフトウェア 社内における見込利用可能期間（5年）による定額法を採用

しております。
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　(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

② 賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち

当事業年度の負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上しております。なお、退職給

付債務の算定方法は簡便法によっております。

④ 役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支払に備えるため、当事業年度末における

役員退職慰労金規程に基づく、期末要支給見込額を計上して

おります。

　(4) 重要な収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係

る収益の計上基準

売上高を計上せずに利息相当額を各期に配分する方法をとっ

ております。

　(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

① 消費税等 税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等につ

いては、発生事業年度の費用として処理しております。

② 連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。

(6) 会計方針の変更

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年10月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 191,410 千円

　(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 73,780 千円

長期金銭債権 1,678,625 千円

短期金銭債務 670 千円
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３．損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

営業取引による取引高

　 売上高 167,392 千円

　 販売費及び一般管理費 2,603 千円

営業取引以外による取引高 1,956 千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 2,000,695株 75株 ― 株 2,000,770株

５．税効果会計に関する注記

　(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　 貸倒引当金繰入限度超過額 1,431,873 千円

　 関係会社株式評価損 654,598 千円

　 承継会社株式 106,307 千円

　 減損損失 700,040 千円

　 その他 85,892 千円

　 繰越欠損金 1,391,598 千円

　 繰延税金資産小計 4,370,312 千円

　 評価性引当額 △4,370,312 千円

繰延税金資産合計 ― 千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別内訳

税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。
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６．関連当事者との取引に関する注記

　(1) 役員及び個人株主等

種類
会社等
の名称
又は氏名

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）
（税抜）

科目
期末残高
（千円）
（税込）

主要株主及びそ
の近親者が議決
権の過半数を所
有している会社
等

㈱グッドワン ― 貸付先

資金の貸付 －
長期営業貸付金
※２

149,659

利息の受取 2,993 前受金 254

主要株主及びそ
の近親者が議決
権の過半数を所
有している会社
等

㈱富士箱根カン
トリークラブ

―
貸付先
リース取引先

長期貸付金の回収 39,600 長期貸付金 156,900

利息の受取 4,458 － －

再リース料の受取 93 － －

ゴルフ場用品の
売却

117 － －

ゴルフ場の工事
依頼

41 － －

主要株主及びそ
の近親者が議決
権の過半数を所
有している会社
等

㈱Ｍ．Ｏ．Ｃグ
ループ※３

― リース取引先

リース料の受取 1,553 リース投資資産 38,654

再リース料の受取 23 － －

※１．取引条件及び取引条件の決定方針等
　（１）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
　（２）受注その他の取引については、業界の慣例を勘案して決定しております。
※２．貸倒引当金を149,404千円計上しております。
※３．関連当事者である㈱宮崎大淀カントリークラブは、平成25年９月６日付で商号変更し、㈱Ｍ．

Ｏ．Ｃグループとなっております。
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　(2) 子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称

又は氏名

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）

（税抜）

科目

期末残高

（千円）

（税込）

子会社 南野建設㈱
所有直接

100
資金の援助
リース取引先

貸付金の回収 45,000 － －

利息の受取 99 － －

リース料の受取 525 － －

再リース料の受
取

57 － －

事務所家賃の支
払

914 前払費用 80

経費立替 89 未収入金 41

個別帰属法人税
額

22
－ －

経費負担 2

子会社
㈱A.Cインター
ナショナル

所有直接
100

資金の援助
リース取引先

－ －
長期貸付金
※３

975,000

リース料の受取 2,622
リース投資資産 3,357

前受収益 577

再リース料の受
取

4,731 － －

ゴルフ場施設賃
貸料収入

146,131
長期営業未収入
金 ※３

677,873

業務受託収入 2,450 営業未収入金 2,572

経費立替 25,976

長期未収入金
※３

25,751

未収入金 20,520

ゴルフ場用品買
取

1,167 － －

個別帰属法人税
額

159
未払金 92

経費負担 75

子会社
㈱福島空港
GOLF CLUB※４

所有直接
100

リース取引先
役員の兼務あ
り

リース料の受取 527 － －

ゴルフ場施設賃
貸料収入

13,530 － －

経費立替 5,913 － －

業務受託収入 150 － －

個別帰属法人税
額

13 － －
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種類
会社等の名称

又は氏名

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）

（税抜）

科目

期末残高

（千円）

（税込）

子会社 ㈱ワシントン
所有直接

100

ゴルフ場会員
管理、役員の
兼務あり

業務受託収入 3,200 営業未収入金 10,048

経費立替 10,316 未収入金 37,160

個別帰属法人税額 0 未払金 0

関連会社
㈱東京衡機

※５

所有直接
38.42

〔8.75〕
※２

資金の援助
貸付金の回収 100,000 － －

利息の受取 1,856 － －

※１．取引条件及び取引条件の決定方針等
　（１）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
　（２）受注その他の取引については、業界の慣例を勘案して決定しております。
※２「議決権等の所有（被所有）割合」欄の[ ]内は、「自己と出資、人事、資金、技術、取引等

において緊密な関係があることにより自己の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められ
る者」又は「自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している者」による所有
割合であり、外数で記載しております。

※３．貸倒引当金を 1,678,625千円計上しており,当事業年度において178,494千円の貸倒引当金繰入
額を計上しております。

※４．㈱福島空港ＧＯＬＦ ＣＬＵＢは、平成25年3月31日付で解散し、平成25年6月6日付で清算結
了しております。また、それに伴い、㈱福島空港ＧＯＬＦ ＣＬＵＢに対して151,099千円の
債権放棄を行っております。

※５．関連会社である㈱テークスグループは、平成25年９月１日付で商号変更し、㈱東京衡機となっ
ております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 180円50銭

(2) １株当たり当期純損失 4円30銭

８．重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。
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